第14回大阪府地方独立行政法人評価委員会大学部会　議事要旨

１　日時　　　　平成22年8月2日（月）　午後3時～5時
２　場所　　　　エル・おおさか「606」

３　出席委員　　奥林部会長、安部委員、槙野委員、宮嶋委員、山谷委員
４　議題

（１）平成21年度の財務諸表について
　（２）平成21年度の利益処分について
　（３）平成21事業年度の業務実績に関する評価について

　（４）公立大学法人大阪府立大学の次期中期目標の素案について
　（５）その他
５　議事概要

Ⅰ　開会

○　これまでの審議等の経過、本日の議事内容について、部会長から確認。
　Ⅱ　議事

（１）平成21年度の財務諸表について及び（２）平成21年度の利益処分について
　○　資料1「財務諸表の承認について（チェック項目）」により、法人から提出された財務諸表を府として確認した結果について、府の法人所管課である私学・大学課から、適正に処理されており、地方独立行政法人法第34条第1項に基づき、法人の報告どおり承認して問題ない旨を報告。
○　資料2「平成21年度における剰余金の概要」により、余剰金の主な発生原因と利益処分案について、法人から次のとおり説明。
・　当期総利益（余剰金）約384百万円が発生した主な理由は、賞与改定に伴う人件費削減、省エネ対策の推進による光熱水費の削減、外部研究資金の増加による経費節減と既存研究費等の削減。

・　当期総利益のうち賞与改定に伴う人件費削減による194百万円は、府の改定に準じた減であることから積立金とする。

・　それ以外の190百万円は、いずれも経営努力の結果により発生したものと考えており、その金額を教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるための目的積立金として、地方独立行政法人法第40条第3項の規定による知事の承認をいただきたいと考えている。
　　なお、学生在籍者の充足率は、各学部、各学科とも90％を上回っている。

○　資料3「利益処分にかかる知事の承認（経営努力認定）について」により、努力認定の考え方や認定の基準及びこれをもとにした府の判断について、私学・大学課から次のとおり説明。
・　法人から申請のあった余剰金のうち190百万円は経営努力によるものと認められるため、利益の処分に係る申請については、地方独立行政法人法第40条第3項に基づき、法人の申請どおり承認して問題ないと考えている。

○　余剰金は経営努力によるものと認められるため「意見なし」、財務諸表の知事承認についても「意見なし」とすることで、部会長から各委員の了解を得た。

○　意見書（案）を配付し、部会長から改めて各委員に諮った上で意見書を決定し、知事に提出することとした。

（３）平成21事業年度の業務実績に関する評価について

　○　資料4「小項目評価の論点に関する検討結果（案）について」により、前回の部会における小項目評価に関する審議結果の概要について、事務局から説明。

　○　資料5「平成21事業年度の業務実績に関する評価結果小項目評価（たたき台）」及び資料６「平成21事業年度の業務実績に関する評価結果 （たたき台）」により、小項目評価及び評価結果の取りまとめについて、事務局から説明。

○　第14回部会において、意見のあった3つのハラスメントについて、府立大学で取り組んでいる旨、法人から説明。
○　委員からの意見・質問（◆で表示）と法人からの説明（⇒で表示）があった。

　
（３－１業務運営の改善及び効率化）

◆　評価の前に確認しておきたいが、麻生内閣の末期に突然景気対策として1兆円の研究に関する予算が計上された。全国の大学がこのために動き始めたとたんに政権が変わって無しになった。外部資金は、研究の内容が客観化され外の世界から見て評価される研究に研究費が付くので、研究内容の評価という点では非常に重要で、どんどん応募して、たくさん獲得することが必要。一方、外部資金が設定される研究の重点テーマは、時々で随分変わるので、全ての研究を外部資金で評価されるものに特化していくのではなく、あまり外部資金の評価対象にならないような基礎研究のような分野も、大学がしっかりと研究していくことが大事だと思う。それから、このように頑張って外部資金をたくさん取ってくると、府の交付金は削っていいのではないかという議論になると困るので、外部資金を取ることは非常に重要だが、そのことによって府立大学は首を絞められないよう、必要な交付金は継続的に出していただけるのか教えて欲しい。外部資金の獲得によって、府の交付金との関係が連動しているのか、していないのかの事実確認をしておきたい。
⇒　今、府との話し合いの中で、外部資金を多く稼ぐと交付金が減るという話にはなっていない。全体で200億円の中の100億円が交付金、約60億円が学生納付金、約40億円が外部資金で、この割合は崩さないという交渉にはなっている。今のところは増えれば減るということではなくて、どちらかというと学生納付金の代わりになる。
⇒　（私学・大学課）まず運営費交付金を算定するに当たって外部資金の状況がどうかは、一義的には対象にはなってないので、法人の運営努力として反映する仕組みとして考えている。また、外部資金を獲得して剰余金が出たとしても、返還ではなく、目的積立金として教育に要する経費として使えるなど、柔軟な対応となっている。
◆　ぜひ、そういう方向でやっていただきたい。

◆　基礎研究は非常に重要で、時々の政治状況によって揺るがないというのが基本なので、よろしくお願いしたい。
⇒　大学としては、キープしなければいけないと考えている。ただ、外部資金の獲得には、ある戦略を持っていないといけないが、今は、かなりうまくやっていると思っている。

◆　財務内容の改善で、アウトソーシングに関わるコンプライアンスということだが、ここに意見や指摘として入れると、財務内容の改善のためにアウトソーシングしているような誤解を与えてしまうので、３－１の業務運営の改善及び効率化のほうが、いいのではないか。それと表現だが、常に意識しておくことというのは何を意識するのか、例えば、関連法令を意識するとか、コンプライアンスを意識するとか、意識の対象を入れておく必要がある。
　
（３－２財務内容の改善）

◆　先ほど決算で、外部資金の獲得で間接経費が減り、139百万円の収入増につながったという表現があった。単純に理解すると、外部資金の獲得と収支のバランスは本来一致しているものではないかと思う。例えば、企業が、国の補助金をもらって研究開発を進めていくときに、ここで利益が出たということになると、何かカラクリがあるのかと、誤解を招かないかという危惧がある。表現が気になるので、仕組みを教えて欲しい。
⇒　1つは外部資金によって、本来大学が出していた研究費等が国等からの研究費等によって補われたことで減る部分。もう１つは外部資金の獲得によって、外部資金の一定部分を間接経費として大学の運営費に充てており、その部分は大学の収入増になる。
◆　こういう表現は、国から見て誤解されるようなものではないのか。

⇒　企業と大学の特殊なことだと思うが、例えば、私が100万円の申請を出して100万円獲得したとすると、色々ですが30万円プラスアルファで130万円が支出される。プラスアルファ分は私の研究費にならず、間接経費として大学の収入になる。
◆　企業では国の補助金をもらったら、必ず会計検査院の検査がある。そこで、プラスいくらとか出ると、どういうことだと言われるのではと思い、仕組みについて、ちょっと質問した。
⇒　大学の場合、数年間、政策的にそうなっている。
◆　外部資金を取ることが大学運営の財務構造に不利益をもたらさないということ。
　
（３－３自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供）

◆　特に日経BP等で非常に評価が高くなっているので、これで結構だと思うが、ウェブの多言語は、どういう言葉で提供できているのか。
⇒　英語と中国語（簡体）。
◆　それなら結構だと思う。日本の場合は、留学生の過半数以上が中国人なので、英語と中国語ならば基本的に必要最小限のフォローは出来ていると思う。
　
（３－４その他の業務運営）

◆　この5年、10年の間に学生が随分様変わりをして、色々なことで悩みを持つ学生が増えている。普通に接して大体問題なかったのに、何か思わぬ想定外の行動をする学生が増えているという先生方の話をよく聞く。私の勤務先でも、今、学生の相談体制の強化を始めている。勉学面に加えて生活全般の色んな相談体制について教えて欲しい。
⇒　ご指摘の例はどこも一緒。学生センターに相談室を設けている。昔は学生だけが来ていたが、今は、各クラスに配置した学生アドバイザーの教員が受け持ち学生のことを相談できる体制にしている。専門家がいる心理臨床センターと連携を取って、教員が相談できる体制の整備や学生がメール等で相談しやすいように「ウェブ学生センター」を設置したりしている。
⇒　まず、学生総合相談室という何でも相談できる窓口から始まり、そして悩みなど心理面のカウンセリングを行う相談室がある。併せてウェブでも相談できる3重の体制になっている。学生が色々相談できる体制は整備したが、学部3年生ぐらいまでだと目が届かない面もあり、自分ひとりで悩んでしまうケースも散見される現状で、それをどう拾っていくかが課題と思っている。
◆　広くいうと、職場のメンタルヘルス、学生のメンタルヘルスの問題が社会的にも注目されており、委員会としても、今後、十分配慮してほしいという意見を付けたい。
　
（３－５大学の教育研究等の質の向上）

◆　項目94番の就職率が非常に高い。今年の春の就職率が全国で70%や75%、早々と就職留年とか言っている時代で、過去5年、大学、大学院ともに96%、97%と非常に高い率をキープしている。これは、企業から見た大学の評価として、安定した高い評価を受け続けていると言えるので、若干コメントをしておいていいのではないか。特に、ずっと過去から聞いていると、先生方の教育レベルには、かなり焦点が当たっているが、学生の就職も非常に高いレベルを誇っているということを、ここで何かコメントで入れておけばどうか。親にしても学生にしても、就職は最終目的だと思うので、高い就職率をキープしているのは、高く評価できるのではないかと思う。
⇒　7月10日付け「フジサンケイビジネスアイ」の全国の実質就職率では、府立大学は全国トップ5にある。1番が東工大で、名古屋大学、東京理科大学、新潟大学、次が府立大学。算定の仕組みが、理系が少し高くなり、文系が低くなるような計算方法になっているようだが、理学系の公立大学が非常に優秀で、府立大学は5番目という結果になっているので、紹介しておく。
◆　評価委員会としては、相当高い就職率を維持していることは、大いに評価すべきである。今後もこの高い就職率を維持するように努力して欲しいという風なコメントを付けておくというのも１つ。
◆　これは卒業予定者で取っておられるのか。それとも就職希望者で。
⇒　就職希望者。実質就職率は、就職決定者÷（卒業生―大学院進学者）。
◆　どこの大学も同じ計算をしているなら一緒じゃないのか。

◆　ちょっと違う。私立大学で就職率を高めたいために、卒業者数でなく就職希望者を分母にした割合を出したりする。だから、実質を取ると70%か60%になるのだが、７0％なんて数字を出すと評判が落ちるので、親の家業を継ぐ者やそもそも就業意欲のない者などを分母から外して、90%になるようにしている大学が多い。
⇒　このランキングはそうでなく、単純に進学した人だけ引いて、実数で割っている。
◆　それであれば全く問題はない。非常に頑張っているということで、どこからも文句を言われないと思う。迂闊に書くと、そんなことも知らずに評価したのかと言われる。

⇒　今のランキングだとそのように解釈していいと思うが、普通、私たちの就職率、先ほど96%とか97%とか言っている場合は、やはり分母は就職希望の学生ということ。

◆　まさに委員が分析されているように色んなカラクリがある。しかしこれは、AERAがやっているので、出典を書かれたら一番いいのではないか。色んな算定方法がありますので。
　　もう1つ、法人化後、3-5に書かれている様々な取組みをずっと続けた結果、恐らく、全国の国公立大学の中でも、かなり上位の成果を上げていると思う。これで当たり前と思われたらとんでもない話で、今まで頑張りすぎたので、次の中期目標では同じことができるかどうかはちょっとわからないという、ワンクッション置くようなニュアンスを少し気をつけて書いておいたほうがよいと思う。
◆　独法に移って、第１期目で色々な革新を、どんどん意識的に導入した。その結果、いわば初年次効果みたいなものがある。そういう初年次効果は、今後、2期目、3期目となると、実現が難しくなる場合もある。そこを何とか頑張ってほしいというコメントを入れるというのも1つのやり方だと思う。さもないと、最初の苦労というのが十分評価されないような気がする。
◆　ぜひとも知事には言っておいたほうがいいかもしれない。

⇒　色んなところで、よく頑張っていると言われるたびに、「法人化する前にポテンシャル、貯金があったからこれだけ出来た。しかし、貯金は今、使い果たしており、これをキープするためには、基礎研究をどこまで頑張れるかということで決まる。」と知事をはじめいろんな方に言っている。よって、次に基礎研究を新しく出せるかということが勝負と思っている。
◆　私も総括的なところで、同じような趣旨のことを発言しようと思っていたが、府立大学は外から見ていて、非常によく運営していると思っていた。今回、詳細に見て、たぶん全国の公立大学の中では先陣を切って改革を進めていると思う。このため、学長以下、教授会をまとめるのが大変な至難の業で、だいぶ無理をされたのではないかと推測できる。教授会の意向も尊重しながら、次につなげてもらいたい。
◆　わかりました。大学自身が狙っている基礎研究の充実のところに、これから力を入れる必要があるとか、或いは、教育研究の質を高めることによって、社会的な存在意義も地域における存在意義も、非常に高めていっているということを、国立大学と違って公立大学としても、十分役割を意識して地域社会に対して十分貢献しているという例を、少し委員長コメントの中に入れたいと思う。
　
（２全体評価）

◆　付記意見で、先ほど議論した点、府大改革には、非常にリーダーの大きな努力、教職員の高いポテンシャルがあったということ、今後更に基礎研究で根を生やしていくことを期待するということをまとめたい。そうすれば、評価全体とすれば「計画通り」ということにはなるが、付記事項を加えることによって、並大抵の努力では達成できなかったということがわかるようにしたいと思う。
　○　他に意見がなかったため年度評価に関する審議を終了し、評価結果素案の取りまとめを部会長に一任とすること、また素案を法人に提示し意見聴取することについて、各委員の了承を得た。
（４）公立大学法人大阪府立大学の次期中期目標の素案について

○　資料7「次期中期目標（素案）修正部分（抜粋）」、資料8「次期中期目標（素案）に対する主な意見」、資料9「次期中期目標（素案）」により、前回意見があった項目について、私学・大学課から説明。

○　委員からの質問・意見（◆で表示）と私学・大学課、法人からの説明（⇒で表示）があった。
◆　前回、委員から非常に根本的な問題を提示したところ、知事とも意見交換を行われたとのことで、今回提示された中期目標の方向性を、評価委員会として意見を出すことになる。
理事長、学長分離案についても、どちらがいいという客観的、全体的な論が見つからない段階なので、ある程度、政治的な判断に委ねざるを得ないということもある。もし、政治的な判断であれば、将来の問題として道州制の問題も生まれており、広域行政として、全体的な流れの中で、大学の協力関係、あるいは整理統合なども、アジェンダとしては出てくるのかもしれないが、そういう方向性も明示しながら、それに向かって今後検討していくというのが今回の具体的なテーマになっているので、差し障りのない表現になっているように思う。

◆　基本的には、設立団体の大阪府が考え、府立大学がよしとするのであれば、外部がどうこう言うべきものではないと思うが、先ほど議論があったように、府立大学がこの間成果を出したのは、理事長と学長が一緒だったから、意思決定が迅速に出来た側面があると思っており、これを変えると、意思決定がどうなのかなという気がしている。私はこのままのほうが、期待される独法の成果が上がるのではないかと思っている。仮に分離された場合、どこの組織でもそうだが、特に学術の分野は、色々な先生方が独特の思考を持っているので、単なる効率では測れない世界なので、理事長は大学行政の経験がある人が就く必要があると思う。よく全国の大学で、外部の人が就任するときに混乱することがあるので、そういう点にも留意する必要があると思う。

市立大学との統合についても設立団体が判断することだが、市立大学は、総合大学で文系と理系があり、府立大学と競合する部分は工学部、理学部、経済学部がある。今度、文科省へ認可申請を出して再編成したとき、設置から４年間の期間、完成年次まで新しい学部の構造や骨格を変えられない。こういう提案は、文科省の認可による完成年次が完了する４年後にした方が、何かと問題が少ないのではないかと思う。その辺の危惧を持っている。

◆　たとえば親の立場や、学生の立場や、企業の立場から、新しい学域という表現が非常にわかりにくい。特に現代システム科学域というのは、何のことかさっぱりわからない。学域、学類の名称は仮称と言っているが、実際にＰＲするときに高校生がわかりやすい表現が必要ではないか。学類を見ても、知識情報システムや、環境システムなど、文科系か理科系かもよくわからない。何をやるところかわからないので、入学試験でどんな学生が来るのか非常に心配。また、学域の大括りで入学試験をするとも書いていた。同じ学域の中にレベルの高いところと低いところとが仮にあるとしたら、入学後の選択がしんどくなるのではないか。自分の本意じゃないところに行かざるを得なかった学生と、そのまま行った学生が必ず出てくるので、その辺を十分に議論した方がいいと思う。特に、新しい大学の看板は、どういうことをやるのかを外からわかるようにしないといけない。また、選抜の仕方や、失望感が出ないような工夫をお願いしたい。

⇒　今週の土日から、かなり具体的に受験生に対するアピールが始まる。文科省と調整しながらなので、今まであまり言えてなかった。今週の土日のオープンキャンパスで、色々なパンフレットを準備して受験生に配る予定である。現代システム科学域という新しい名前を作ったので、文理融合型の学生を輩出するということが定着するのは、３年から５年かかると言っている。ただ、受験生には、今から１年間アピールする時間があるので、教員全員でキャンペーンを張ろうとしている。

もう１つ心配いただいた大括りの入試について、府大は非常に細かく区分するという伝統があり、府立大学のレベルはある程度決まっている。しかし、最近の学生は、入ってからミスマッチが起こり困っている、入って辞めなければいけないという現実があることから、中間を狙っていくつもり。ある程度グループ分けをして、ここの中だったらどこに行ってもいいと。その代わり成績がよくないとダメということを考えている。大括りの入試で入ってくる学生と、小括りで入ってくる学生と、推薦などで入ってくる学生と、様々な入試形態を考えている。やはり最近の学生が、昔と違って、入学のときにきちんと決めてくるというのが無理な状況にある現実を、十分に考えながら検討していく。

◆　おそらく従来の学部と専攻科を新しく括りなおし、最近の受験生の学力、成長段階などにも対応していくと同時に、府大としての新しさも示していきたいという思いを感じた。具体的には、これから色々な仕組みを検討、改善すると思うので、中期目標で、新しい学問領域という方向性を明示するのは、十分可能ではないかと思う。

⇒　（私学・大学課）理事長・学長分離の問題、また大阪市立大学とのあり方というのは、非常に様々な意見が今後もあると思うし、本日いただいた貴重な意見も十分踏まえ、じっくり検討したいと思うので、よろしくお願いしたい。

◆　大きな問題であり、すぐに結論が出せるような問題でもないので、その中での中期目標ということになる。具体的な検討のプロセスは、この評価委員会等にも中間報告をしていただき、意見を聴いていただければ、よりよいものが出てくるのではないかと思う。

◆　府立大学なので、大阪の府立高校との関係も考えた方がいいと思う。やはり大阪府に住んでいる方は、どう思っているのだろうと、普通思うのではないか。言葉の中で触れておけば、その方々に対するアカウンタビリティという意味があると思う。

地方の公立大学は、たとえば、岩手県立大学はまず第１義的には岩手県庁のシンクタンクだと、当時の増田知事始め、みんな言っていた。府立大学と大阪府庁との関係がどういうことになるのか、次の中期目標で少し触れた方が、すっきり落ち着いていいのではないかと思う。

⇒　ご意見いただいたところ、十分かどうかわからないが、今回の中期目標の中で触れているところはあるので、紹介をさせていただく。高校との連携については、府立、私立問わず、特にこれから理系中心になっていくこともあるので、資料９の５ページのイに、工業に関する学科を置く高等学校や、大阪府教育センター附属研究学校等の特別入学の検討など連携を強めていくということで、工科高校を中心とした連携を、強めていただきたいという趣旨を入れている。また、大阪府との連携、シンクタンクということについては、その上のア、府、府内市町村との連携のところで、府がめざす「将来ビジョン・大阪」の実現に向けて、課題を共有し、人材育成や研究開発力の展開、社会還元を図る。また、シンクタンク機能や産学連携機能についても積極的に関与というフレーズも入れており、こういうことに基づき、中期計画の中で大学と十分に議論したいと考えている。

◆　やはり、公立大学という、国立、私立とは違った社会的役割を十分考慮すべきというのが、評価委員会の中での大きな意見となっているので、そういうところを具体的に実現していただきたい。中期目標に、そのような役割もきちんと果たしたいということを書いておけば、説明責任になると思う。

◆　前回、府立大学の公開講座では3,000円しか取れないという話があったと思うが、独法化というのは、独立して自前でやるという精神だと思う。自前でやる場合に、蛇口の方を一方的に閉められてしまうと痩せ劣るばかりなので、自主裁量である程度できる部分を保証しないとまずいと思う。したがって、府民の税金を使って運営する大学なので、当然、議会の監視が必要というのも良くわかるが、２期の目標として、可能な範囲で、自主化、自立化を任せられる部分については、任せていくことを府にも考えてもらう必要があると思うので、ご検討いただきたい。
⇒　（法人）検討中です。
⇒　（私学・大学課）これから具体に検討する。資料８の下から３番目の公開講座の料金徴収の中で、目標でも具体的に検討をするとしている。また、改めて報告をさせていただく。
◆　公開講座の受講料だけではなくて、他にもないか。

⇒　色々あるので、方向性として、運営の自主性を高めるということは一致しているので、あとは、どういうやり方があるのかというのを考えたい。

○　委員の意見も出尽くしたことから、委員長より、本日提示された中期目標案は、これまでの評価委員会での議論、各委員からの意見は反映されているとして、知事に対する意見書案として「中期目標（案）のとおり定めることが適当である」とする基本スタンスを確認。
（５）その他

○　前回の第22回評価委員会で審議結果を踏まえ作成した「府立大学の中期目標終了時の検討に係る意見書（案）」について、委員長から、各委員に諮り、意見がないことを確認した。案を基本とし、欠席委員の意見も集約した上で、委員長一任で後日知事に提出することを決定した。
○ 次回病院部会は、8月30日（月）の午後3時から5時まで、大学部会、評価委員会とともに開催を予定している旨、事務局から報告。

Ⅲ　閉会

以上
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